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○ 農作業事故死亡者数は、近年減少傾向にあったが、令和６年は287人となり、前年より急増（51人増）。

〇 これに伴い、就業者10万人当たりの死亡者数は14.8人に増加し、他産業との差が更に拡大。

令和６年に発生した農作業死亡事故の調査結果（概要）
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就業者10万人当たり死亡者数の推移

死亡者数 農 業：農作業死亡事故調査（農水省）
他産業：死亡災害報告（厚労省）

就業者 農 業：農林業センサス、農業構造動態調査（農水省）
他産業：労働力調査（総務省）

（注）就業者10万人当たり死亡者数の算出において就業者として使用
していた農業就業人口の調査が令和元年で終了したため、令和２
年から農業従事者数を使用して算出。
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農作業死亡事故の発生状況の分析（要因別）

〇 令和６年の農作業死亡事故を要因別にみると、「機械事故」、「施設事故」、「それ以外の事故」のいずれも前年
より増加。

〇 特に、「それ以外の事故」のうち「熱中症」が、前年の37人から59人に顕著に増加した（22人増）。
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755 人

1,477 人

1,651 人

2,160 人

23 人

29 人

37 人
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農作業死亡事故の発生状況の分析（熱中症警戒アラートとの関係等）

○ 気象庁が発表する「熱中症警戒アラート」は、令和３年の制度創設以降、発表回数が毎年増加。これに伴い、厚
生労働省が公表する熱中症の死亡者数も毎年急増しており、農作業死亡事故における熱中症の死亡者数も概ね同じ
傾向で推移。

〇 農作業死亡事故を発生月別にみると、熱中症警戒アラートが発表された５～９月の増加数（52人増）が全体増加
数（５１人増）を超えており、夏場の高温が、熱中症のみならず熱中症以外の事故にも影響している可能性が考え
られる。

熱中症警戒アラートの発表数と熱中症死亡者数の推移（令和３～７年）
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農作業死亡事故の発生状況の分析（年齢階層別×要因別）

○ 農作業中の死亡事故全体における７５歳以上の割合は約６割。
〇 草刈機・動力防除機においては、若い年代の事故が多く、熱中症などの機械・施設以外の事故は高齢者が多い。
〇 事故が増えた５～９月においても、年間全体と同様の傾向。
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事故者数
287 53 11 17 7 11 5 26 26 15 59 19 8 12 18
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令和６年農作業死亡事故における要因別の年代構成
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乗用型トラクター

10.39人（32%）
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農作業死亡事故の発生状況の分析（就業者あたりの死亡者数）

74歳以下における就業者10万人当たりの死亡者数 75歳以上における就業者10万人当たりの死亡者数

4.9人

32.1人 31.8人

○ 年齢階層別の就業者１０万人当たりの死亡者数を令和元年と令和６年で比較すると、７４歳以下の死亡者数は増加し
ており、７５歳以上の死亡者数は減少している。

〇 ７４歳以下では、農業機械に起因する事故（乗用型トラクタ、自脱型コンバイン、草刈機、動力防除機）が特に増え
ている。

〇 ７５歳以上では、熱中症が増加しているものの、乗用型トラクターなどの農業機械に起因する事故は減少している。

死亡者数 ：農作業死亡事故調査（農水省）
就業者数 ：農業構造動態調査（農水省）における年齢階層別農業従事者数
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今後の気温上昇への適応の必要性

〇 我が国の気温（年平均気温偏差）は年々高くなっており、特に近年は急激に上昇。今後も熱中症等の発生リスクは
高い状況が続くことが想定される。

〇 このような中、夏季における農作業死亡事故の発生リスクを低減するためには、注意喚起の強化だけでなく、構造
的な対策を講じていく必要があり、作業の省力化や軽労化に資する生産方式に転換していくことが不可欠。

熱中症死亡事故の事例

リモコン草刈機等に
よる軽労化

遮光ネット、細霧冷房
等による作業環境改善

ドローンによる
農薬・肥料散布

― 偏差

― 偏差の５年移動平均値

― 長期変化傾向

日本の年平均気温偏差（1898〜2025年）

※偏差 : 各年の平均気温の基準値からの差。基準値は1991〜2020年の30年平均値。

順位 年 気温偏差（℃）

１ 2024 +1.48

２ 2023 +1.29

３ 2025 +1.23

温室内で水分補給

せずに作業してい

たところ、脱水症

状で動けなくなり

熱中症を発症。

日本の年平均気温偏差のうち統計開始以降の上位３ヵ年

朝から1人で草刈

り作業をしていた

が、帰りが遅かっ

たので探しに行く

と倒れていた。

資料：気象庁

手持式動力噴霧器

で農薬散布中に

ほ場内で倒れた。

暑熱対策が講じられた農業支援サービスの活用による作業の外部化

熱中症等のリスクを低減する生産方式例
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〇 農作業中の熱中症等による事故を防ぐため、スマート農業技術や農業サービス事業者等を活用した生産方式（ホ
ワイト生産方式）への転換と、農業者における熱中症等の回避行動の啓発活動を併せて推進する必要。

〇 このため、農林水産省では、これらを推進する施策を「農作業における熱中症等対策総合パッケージ」としてと
りまとめ、関係機関を挙げて強力に推進。

農作業における熱中症等対策総合パッケージ

農作業における熱中症等対策総合パッケージ

熱中症等のリスクを低減する生産方式

ホワイト生産方式への転換

〇スマート農業技術の導入
自動化技術やＩＴ技術の活用を通じて、省力化・軽労化。

（例）・水管理の遠隔操作や自動化
・生育予測システムによる業務量の平準化

【支援策】スマ転事業（ ）

〇農業支援サービスの活用
作業の外部化を通じ、農業者の高温暴露時間を軽減。

（例）・ドローンによる農薬・肥料散布作業の委託
・リモコン草刈機を有する事業者への作業委託

【支援策】サービス加速化事業（ ）

〇農作物の高温対策
農作物の高温対策を通じて、農業者の労働環境も改善。

（例）遮光資材、細霧冷房、天窓、ヒートポンプの活用

【支援策】グリーンな栽培体系転換（ ）

R7補正 156億円の内数
R8当初 25億円の内数

R7補正 156億円の内数
R8当初 25億円の内数

R7補正 40億円の内数
R8当初 5.7億円の内数

※３月中に発出予定の令和７年地球温暖化影響調査レポートにも上記を記載

〇研修の強化（熱中症等対策研修強化期間の前倒し）

〇夏の熱中症等対策声かけ期間の新設

より多くの農業者に早い段階から熱
中症への注意を促すため、熱中症対策
研修強化期間を１か月前倒（４～６月）。

この中で、熱中症や夏季の農作業事
故の回避策をお伝えするとともに、ホ
ワイト生産方式への転換の必要性を啓
発。

特にリスクが高い７～９月を新たに「夏の熱中症等対策声
かけ期間」として設定し、関係機関を挙げて、各種メディアも
活用した声かけ運動を展開。

熱中症等の回避に向けた安全意識の向上
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スマート農業技術・農業支援サービス・農作物の高温対策を組み込んだ

ホワイト生産方式のイメージ

水田作の例 果樹の例
⚫ 夏季における水田作の主要な作業は農薬散布、追肥、草刈、

水管理等

⚫ 農薬散布・追肥については農業支援サービス事業者の活用、
草刈・水管理については、畦畔除去により草刈作業面積を
縮減しつつ、スマート農業技術である自動水管理装置等の
導入により、大幅な省力化・軽労化が可能

ドローンサービス
による農薬散布・

追肥

自動水管理装置
畦畔除去による

草刈の作業面積の縮減

⚫ 夏季における果樹（りんご）の主要な作業は摘果、防除、除草
作業

⚫ 省力樹形（超高密植栽培）への転換による直線的な動線と作業
の単純化に加え、摘果作業に高所作業台車・摘果剤、防除作業
にトラクタ連結式防除機、除草作業に自動草刈機を導入するこ
とで大幅な省力化・軽労化が可能

省力樹形への転換 高所作業台車を
利用した摘果作業

自動草刈機

施設園芸(トマト）の例

⚫ 夏季における施設園芸の主要な作
業は、吊り下ろし作業、農薬散布、
葉かき、摘果、収穫作業等

⚫ ヒートポンプ等を複合環境制御装
置でコントロールしたり、ハウス
の嵩上げや遮光剤の塗布によりハ
ウス内の温度を低下

畑作物の例

⚫ 夏季におけるさとうきびの主要な作業は
かん水作業

⚫ かんがい未整備地区では、大型トラック
等による散水が行われているが、微気象
観測システムによる土壌水分やさとうき
びの水ストレス状況を把握し、リモート
によるかん水作業を行うことにより、省
力化・かん水量の低減が可能

微気象観測システム
によるデータ収集

遠隔操作による
かん水ポンプの起動

露地野菜（キャベツ）の例

⚫ 夏季の作業は、除草や防除、収穫

⚫ ドローンの導入による除草・防除
等の省力化や、収穫機の導入によ
る収穫作業時間の削減により、夏
季の暑い時間の作業を削減

ドローンサービス
による防除

収穫機
ドローンサービスに
よる遮光剤の塗布

高軒高ハウス

8



農作業環境の安全対策の強化

【農業機械の安全対策の強化】

農業者の安全意識の向上

【農地、農道、農業施設等の安全対策の強化】

【研修体制の強化】

【現場の取組の活性化】

令和３年５月14日
農作業安全検討会

・ 海外や他分野で装備されている
安全装置等が、我が国では未装備

→ 農作業死亡事故の要因となっている可能性

・ 海外や他分野の現状等を踏まえ、逐次、安
全装置の装備化等を進める必要

→ まずは、以下の装備化等の検討を開始
・ シートベルト非着用時の警告装置
・ シートスイッチ(離席時に作業機への動力伝達を遮断す
る装置)

・ 安全性検査※の受検が一部の機種
に偏重

→ 農業者が安全基準を満たす型式を容易に選択
できない状態

※農研機構が運用する任意の制度

・ 安全性検査の仕組みを見直し、受検率の向
上を図る必要

→ 以下の見直しの検討を開始
・ 書類審査への移行
・ 検査手数料の低減
・ 検査合格機について保険料の割引の働きかけ 等

・ 法令※で定められた規制への農業分
野における対応が十分ではない

・ トラクター等が、他分野と異なり、
法令※の規制対象機械となっていないも
のがある

※労働安全衛生法令、道路運送車両法令

・ 既に法令で規制されている取組の徹底に向
けた指導の強化等が必要

（例）フォークリフトの定期自主検査、トラクターの灯火器
類の設置

・ 事故分析結果等を踏まえ、必要に応じてト
ラクター等の規制上の取り扱いについて、法
所管省への確認が必要

・ 農地や農道、農業施設等の安全
対策の強化が重要

・ 農業生産基盤整備を行う際の安全配慮の徹
底、優良事例の積極的な情報提供が必要

①

②

③

④

・ 家族経営が多く労務管理が困難

・ 農業者は農作業事故を「自分ご
と」として捉えていない

⑤

・ 事故が経営に及ぼす影響を、事例を通
じて実感できるような研修※が有効

※ 自動車運転免許証の更新時講習などが参考

・ 研修受講を補助金の受給要件（クロス
コンプライアンス）化する必要

・ ＧＡＰなどの具体的な取組に向
けて、農業者等の機運の醸成が不可
欠

⑥

・ 県段階、地域段階における農作業安全
推進協議会等の設置促進が必要

・ 積極的な取組の表彰等を通じて、安全
対策の印象を前向きなものに変えていく
必要

農業は毎年300件前後の死亡事故が発生。就業人口10万人当たりの死者数も増加傾向にあり、他産業との差は拡大している。
労働安全が未だ十分に確保されていない状況に、農業関係者は強い危機感を抱くべきであり、農作業安全対策を幅広い観点か
ら更に積極的に展開すべき。

（参考）農作業安全検討会中間とりまとめー概要ー
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Ⅰ はじめに

Ⅱ 農作業環境の安全対策の強化

１ 農業機械の安全対策の強化
（１）農業機械の安全性能の強化
（２）安全性検査制度の見直し
（３）法令で定められた対応の徹底
（４）法令における農業機械の位置づけの確認

２ 農地、農道、農業施設等の安全対策の強化
（１）農地、農道の安全対策
（２）農業施設等における安全対策

Ⅲ 農業者の安全意識の向上

１ 研修体制の強化
（１）事故事例に関する研修の充実・強化
（２）クロスコンプライアンスを通じた受講の徹底

２ 農作業安全に向けた現場の取組の活性化
（１）農作業安全推進協議会等の設置推進
（２）農業者の積極的な取組紹介の強化

農作業安全対策の強化に向けて 中間とりまとめ（令和３年５月 農作業安全検討会）

10



○ 農作業環境の安全対策の強化として、安全な農業機械の農業現場への導入を進めるため、農林水産省では、農業機
械製造事業者等に対し、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下「農研機構」という）が実施する
農業機械の安全性検査（以下「安全性検査」という）の基準に準拠した農業機械の開発及び安全性検査の受検を促し
てきたところ。

○ 農作業安全検討会中間とりまとめを踏まえ、安全性検査制度を見直し、令和７年４月から新たな制度がスタート。
主な変更点としては、書面審査や企業内立ち合い検査等を導入することにより受検しやすさを向上すると共に、海外
や他分野で装備されている安全装置の装備が新たな基準に導入された。

○ 農林水産省においても、令和７年度より補助導入機を安全性検査に合格したものの中から選定する運用を開始。

＜対象機種＞

農用トラクター（乗用型／歩行型）、田植機(乗用型)、コンバイン(自脱型）、乾燥機（穀物用循環型）

＜新たな安全性検査基準の主な強化点＞

○ 乗用型トラクター

• シートベルトリマインダー

（シートベルト未着用時に視覚及び聴覚により警報）

• ＰＴＯインターロック

（車両が停止している際の離席によりPTO軸への動力を７秒以内に遮断）

○ 自脱型コンバイン、乗用型田植機

• 作用部インターロック ※2027年基準から採用

＜受検状況＞

合格機の例

BF25D
YH452R

出典：(株)クボタ、井関農機(株)、ヤンマーアグリ(株)、

三菱マヒンドラ農機(株)各社より提供

MR1050HGS XS25

新たな安全性検査制度の下、順次合格機が公表されています。
※農用トラクター（乗用型）：43型式、

コンバイン（自脱型）：４型式 （令和７年９月末日時点）

自脱型コンバイン 乗用型田植機

2. 安全装置
2.11 作用部インターロックを備える
こと
2.11.1 停車中に作業クラッチにより
動力を接続した状態で運転者が離席し
た場合に、離席から７秒 以内に作用
部インターロックを作動させること。
なお、この機能は、動力源の遮断に
よってもよい。
2.11.2 作業者に手こぎ作業を行わせ
る場合、インターロックに対するイン

なお、当該装置は機械の停車中に、運
転者の意図的な操作によってのみ作動
可能でなければならない。
2.11.3 インテンション装置を備える
場合、手こぎ作業時に作業者の手が容
易に届く位置に基準 2.2 を満たす
フィードチェンを即時停止できる動力
源の遮断装置を備えること。ただし、
フィード チェンの稼働のために両手
での継続した操作が必要など、手が巻
き込まれるおそれがない 場合にはこ
の限りではない。
2.11.4 インテンション装置の作動時
に、一定の条件を満たした場合には、
当該装置の機能は自動で停止し、再び
操作しない限り作動しないこと。

2. 安全装置
2.9 作用部インターロックを備える
こと
2.9.1 停車中にに作業クラッチにより動
力を接続した状態で運転者が離席した場
合に、離席から７秒以内に作用部イン

ターロックを作動させること。なお、この機
能は、動力源の遮断によってもよい。

自脱型コンバインの安全装置イメージ 停止

出典：第８回農作業安全検討会資料２（(株)クボタHP）

インテンション装置に係る即時停止
インターロックのインテンション装

置を備える場合、手こぎ作業時に作業
者の手が容易に届く位置に基準 2.2 
を満たすフィードチェンを即時停止で
きる動力源の遮断装置を備える

出典：(株)クボタHP

※安全鑑定時からの基準で利便性と両立

離席

作用部インターロック
停車中に刈取部等の作用部を駆動した

状態で運転者が離席した場合、７秒以内
に刈取部等の作用部への動力を遮断

新しい安全性検査制度の進捗状況

＜受検状況＞

農用トラクタ（乗用型）、コンバイン（自脱型）合格機の例

出典：(株)クボタ、井関農機(株)、ヤンマーアグリ(株) 各社より提供

BF25D
YH452R

MR1050

HGS

新たな安全性検査制度の下、順次合格機が公表されています。
※農用トラクター（乗用型）：43型式、
農用トラクタ―（歩行型）：3型式
コンバイン（自脱型）：１１型式
乾燥機（穀物循環型）：7型式 （令和８年６月末日時点）

※ EU規制の乗用型トラクターマザーレギュレー
 ションを参考に、自脱型コンバインでも７秒に設定
※ 実機では３～６秒程度で停止に至っている 11



新基準
（昇降用はしごの構造要件等の追加）

田植機（乗用型）

乾燥機（穀物用循環型）

上記以外の機種

スピードスプレヤー

～令和６年度

旧 基準

新基準
（シートベルトリマインダ、ＰＴＯインターロック等の追加）

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度～

合格証の貼付は令和９年度まで

新基準

新基準

新基準

機 種

※１ 令和７年度から新基準を適用となった５機種について、令和９年度以降に適用される基準についても前倒し受検可能。
※２ 安全性検査合格証の機体への貼付は、受検後の安全性検査基準の変更日を起点とし、新たな基準変更年度から起算して３年度を限度とする。

〇 令和７年４月より、農用トラクター（乗用型）等５機種を対象として、新基準での安全性検査を開始した。

〇 農用トラクター(歩行型)、コンバイン(自脱型)、田植機(乗用型)は、令和９年度に新たな検査基準を適用。
※これらの検査基準は、令和８年度までは任意適用。

〇 スピードスプレヤー、農用運搬車、農用高所作業機については、対象機種への追加に向けた対応を継続。

（自動速度けん制装置等の追加）

（作用部インターロック等の追加）

（作用部インターロック等の追加）

一般性能試験（旧基準等に基づき安全装備の状況を確認）

新基準
※令和10年度の運用開始
を目指す

確認済みの機種はＪＡ共済連のＨＰで公表。
ただし、ＪＡ自動車共済の農業用安全自動車割引が適用
される型式に限る。

農用運搬車と農用高所作業機は、安全性検査の対象機種への追加に向け
て、農業機械の安全性能アセスメント事業の結果を踏まえ、基準策定に
向けた検討準備を進めていく。

農用トラクター（乗用型）

農用トラクター（歩行型）

コンバイン（自脱型）

新しい安全性検査制度の今後
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○ 転落・転倒事故や挟まれ事故が多く発生しており、安全装備検査基準の十分な検討が必要なスピードスプレヤー
（以下「SS」という。）については、 農作業安全検討会の下に安全性検査基準検討部会SS分科会（以下「SS分科会」
という。）を設置して、具体的な対応を検討中。

安全性検査基準検討部会スピードスプレヤー分科会 開催要領

令和４年１月
令和７年９月改訂

農林水産省

１ 趣旨
農作業安全検討会において令和３年５月にとりまとめられた「農作

業安全対策の強化に向けて（中間とりまとめ）」（以下「中間とりま
とめ」という。）を踏まえ、「農作業安全検討会 開催要領」２の
（３）の規定に基づき、「安全性検査基準検討部会スピードスプレ
ヤー分科会」(以下「分科会」という。)を設置し、（国研）農業・食
品産業技術総合研究機構が実施する安全性検査における基準の見直し
に向けて、スピードスプレヤーが具備すべき安全性能に関する検討を
行うこととする。

２ 構成
（１）分科会は別紙に掲げる委員をもって構成する。
（２）分科会は、必要と認めるときは、委員以外の者から意見を聴く

ことができるものとする。

３ 運営
（１）分科会の議事並びに議事録及び資料は、非公開とする。
（２）分科会における検討結果等は、農作業安全検討会に報告するも

のとする。

安全性検査基準検討部会スピードスプレヤー分科会 委員名簿
      （令和７年９月時点）

川口 尚 （一社）日本農業機械工業会 常務理事

齋藤 剛 （独）労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 新技
術安全研究グループ 部長

清水 一史 （国研）農研機構 農業機械研究部門 安全検査部 部長

手島 司 （国研）農研機構 農業機械研究部門 安全検査部 安全評価
グループ長

藤盛 隆志 （一社）日本農業機械化協会 専務理事

宮原 一昭 ㈱やまびこ 製品開発本部 開発第四部 開発第三課 主査

山口 弘樹 ㈱ショーシン 技術部 次長

湯浅 一康 ㈱丸山製作所 品質ものづくり統括部 技術課長

（オブザーバー）
経済産業省 製造産業局 産業機械課  

（敬称略、50音順）
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○ 令和８年１月に第６回SS分科会を開催し、累次の分科会で定めた「転落・転倒」「挟まれ」対策の安全対策骨
子をもとに、SS安全基準策定方針について議論し、固定式ROPS*を標準装備とすること等を合意。

〇 また、令和8年度中に新基準を策定し、令和10年4月に新基準による安全性検査を開始することを合意。

○ 「転落・転倒」対策の SS用ROPSの強度試験については、令和８年度上半期までの方法・基準確立に向け、メー
カーと情報共有を行いつつ、農研機構が検証試験を進めているところ。

〇 「挟まれ」について、安全性検査の基準となる具体的な対策（実効性のある挟まれ対策）の素案を、メーカー
各社が農研機構に示し、現在、基準化に向けて検討を進めているところ。

「転落・転倒」安全対策骨子

「挟まれ」安全対策骨子

14

トラクターのROPS強度試験をベースとした、SS
のROPS（安全キャブ・フレーム）強度試験に適合
するROPS及びシートベルト（シートベルトリマイ
ンダー含む）を装備するという考え方を安全装備
検査基準に盛り込む。

取扱説明書等で使用者に対して、作業道におけ
る安全に作業可能な枝下の高さや幅や枝下の空間
条件等（以下「枝下空間条件」という。）を提示
する、との考え方を安全装備検査基準に盛り込む。

当該型式が規定する枝下空間条件を満たさない
位置にある枝等によって運転者に危害が及ばない
構造であること、との考え方を安全装備検査基準
に盛り込む。

スピードスプレヤー（SS）の安全対策の検討状況

第６回SS分科会で合意された
SS安全基準策定方針

① 標準装備は固定式ROPSとして、部品点数が多くなる可倒式ROPSを
追加オプション（有料）として選択できる仕様とする。

② 可倒式ROPSを倒している状態では道路走行用のギアに入らない等
の仕様とする （少なくとも道路走行時はROPSを立てる）。

③ 実効性のある挟まれ対策を講じる
（対策内容についてはメーカー各社が個別に農機研と議論する）。

④ 将来的には、固定式ROPS又は無人運転SSを基準化することとし、
R9-11の基準化後にメーカーとの議論を再開する。

令和8年度中に新基準を策定、令和10年4月に新基準による安全性検査を開始

これまでのSS分科会で定められた

*ROPS（Roll-Over Protective Structure）は、転倒時に運転者を保護する安全フレーム等からなる構造である。固定式ROPSは安全フレームが常時保護位置にあるもの、
可倒式ROPSは安全フレームを後方などに倒すことが可能なものであり、保護機能を発揮するには所定の保護位置に立てる必要がある。

その他

21%

SSにおける
死亡事故の原因

転落転倒
40%

挟まれ
39%

農林水産省：
「農作業死亡事故調査」



○ 累次の農作業安全検討会での議論により、検査実績が十分ではない機種は、安全性能を評価及び公表する製品アセ
スメントを行い、市販機種の安全水準を関係者に広く明らかにした上で、安全性検査対象機種への移行を進めること
とされている。

○ 令和４～５年度は農用運搬車を対象に製品アセスメントを実施し、令和６年度より農用高所作業機に着手。令和７
年度は、農用高所作業機の実機を用いた各種試験を実施した。

15

農用高所作業機にかかる
農作業死亡事故の割合

機械の
転落・転倒

15%

挟まれ

55%

ひかれ

25%

農作業死亡事故調査（農水省）データを基に集計
平成25～令和４年、n=20

機械からの
転落

5%

リスクアセスメントにおける主な評価項目（令和６年度策定）

機械の転落・転倒対策 安定角・分担荷重測定試験（傾斜時の安定性）

挟まれ・ひかれ対策 歩行後進運転時の安全装置（緊急停止ボタン等）

機械からの転落

転落防止の安全装置（墜落制止用器具、ガードレー
ル等）

作業台の挙動確認（昇降・旋回速度等）

16型式※１でリスクアセスメントを
実施したところ、多くの型式で基準※２を
満たさない安全装備が確認された

令和８年度から安全性検査基準策定に向けた検討を開始
※農用運搬車は令和７年度から令和６年度までの安全装備検査2019年基準をベースに安全性検査基準策定に着手している

※１：垂直昇降型５、ブーム型11
※２：「農業機械安全装備検査－2019年基準－」

垂直昇降型農用高所作業機の安定角試験イメージ

機械の転落・転倒対策
最大積載時等安定性確認試験
（分担荷重／静的転倒角等測定）

挟まれ・ひかれ対策
歩行後進時用安全装置確認試験
（挟圧防止装置／緊急停止ボタン等）

機械からの転落

作業台動作速度・挙動等確認試験
（昇降速度／旋回速度／油圧異常時降下速度等の測定）

転落防止用安全装備確認
（墜落制止用器具／ガードレール等）

製品アセスメント（農用運搬車、農用高所作業機）の実施状況
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〇 「中間とりまとめ」では、現行の労働安全衛生法令において農業機械に個別の規定が設けられていないことから、
事故の発生状況等を分析し、規制上の取り扱いについて確認すべきと整理された。

〇 農業の労災事故による死亡者は概ね10人台で推移し、このうち自走可能な農業機械による死亡災害は毎年発生して
いるなど農業機械の事故実態を踏まえ、令和６年２月より、厚生労働省において、農業関係者等を参集して農業機
械の規制の必要性等を検討する「農業機械の安全対策に関する検討会」が行われているところ。

〇 同検討会において、今後、労働安全衛生法令による規制の対象となる農業機械や規制の水準等について、検討が進
められる予定。

農業機械の安全対策に関する検討会
開催要綱（抜粋）

検討会におけるこれまでの検討経過

第１回（令和６年２月）

・農業における労働災害等の状況
・農業機械の流通状況
・今後の議論の進め方等について

第２～４回（令和６年３～６月）

・農業機械メーカー、農業法人経営者、農業従事者ヒ
アリング

（農業機械の使用実態、安全対策等）
・農研機構における安全性検査制度の概要

第５～７回（令和６年８～11月）

・関係機関の農作業安全に係る取組紹介
・今後の検討の進め方等

17
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農業機械に係る安全教育体制の強化

〇 厚生労働省において「農業機械の安全対策に関する検討会」が開催され、農林水産省としても農業機械による事故
の低減に向けて、安全教育体制の強化が必要という認識の下、補助事業により農業機械に係る農作業事故防止の為の
安全教育体制の整備を推進。

○ 農業機械関係団体、農業者団体、農業機械メーカー等によるコンソーシアムを形成し、座学・実技教育のカリキュ
ラム作成や講師育成に取り組んだ。

農業機械の安全教育実施体制の強化の取組状況

１ 教育カリキュラム・テキストの策定

２ オンライン安全教育実施体制整備

３ 安全教育の講師育成

• 農業機械の学識者や安全衛生の有識者等も参集する
検討会を開催し、教育カリキュラムやそれに基づく講
師養成テキストの内容を検討。

• 教育カリキュラムに基づき、コンソーシアムメン
バーの農業機械メーカーにおいて、実技教育の試行を
実施し、実技内容を確認・評価。

• 既存のオンライン安全教育システムについて、ヒア
リング調査の上、農業機械の安全教育に係るシステム
を構築。

• １で策定した教育カリキュラム案、講師養成テキス
ト案を基に、講師を育成。

講師が実技教育を行う際の指導法につき、動画を作成トラクターの実技試行を実施

テキストを作成し、講師を育成 農業者教育用スライドを作成
18



労働安全衛生法令の改正

〇 近年の労働災害発生状況等の背景を踏まえ、多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を
推進するため、個人事業者等に対する安全衛生対策の推進等の措置を行う改正労働安全衛生法（以下「改正安衛法」
という。）が令和７年５月に成立。

○ 改正安衛法に基づき、令和９年４月より労働者と同一の場所において作業する個人事業者等に対しても、危険・有
害な業務に就く際の安全衛生教育の受講等が義務付けられることから、関係団体と連携して、周知に取り組む。

農業分野において想定されるケース

個人事業者等(注)自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、

①構造規格や安全装置を具備しない機械などの使用の禁止

②特定の機械などに対する定期自主検査の実施

③危険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講 等を義務づけ

個人事業者等
（小規模農家）

労働者
（集出荷施設の

職員）

(ケース１)
集出荷施設において、個人事業者等（小規模農家等）が施設の労働者が働いてい
る場所で最大荷重１トン未満のフォークリフトを使用して農作物を納品する場合

集出荷施設の作業場所
（施設の職員と個人農家が混在）

改正安衛法でのルール
• 個人事業者等は、特別教育を受講する必要。
• 個人事業者等は、構造規格や定期自主検査が適正に実施されて

いる安全なフォークリフトを使用する必要。

改正安衛法における個人事業者等自身の義務（Ｒ９.４.１施行）

（注）個人事業者のほか中小事業者の代表者又は役員も対象。
例えば、個人経営体農家がパート従業員を臨時雇いした場合でも、安衛法上は「事業者」となる。

労働者
労働者

個人事業者等が
施設のフォーク
リフトを借用

個人事業者等
（小規模農家）

労働者
（小規模農家のパー

ト従業員）

(ケース２)
個人事業者等（小規模農家等）が、自ら雇用している労働者がいる場所での荷物

(※)の積み下ろしにつり上げ荷重１トン未満の移動式クレーン（ユニック車等）を
使用している場合 (※)肥料等農業資材や収穫物等

自ら雇用している労働者がいる場所
（個人農家とパート従業員が混在）

労働者
労働者

個人事業者等は、自身の
ユニック車を使用

労働者は、荷物の
積み下ろしを補助

※ ここで示した「個人事業者等自身の義務」は、改正の一例であり、その他の改正の概要は次項を参照。今後、厚生労働省において施行に向け、関係省令等の
労働政策審議会安全衛生分科会での審議、施行通達等の準備を行う予定。

改正安衛法でのルール
• 個人事業者等は、クレーンの使用と付随業務となる玉掛の業務につ

いても特別教育を受講する必要。
• 個人事業者等は、構造規格や定期自主検査が適正に実施されている

安全なクレーンを使用する必要。

※ フォークリフト、クレーン、玉掛の業務について、使用する機械の最大荷重によって規定されている構造要件や検査、受講すべき安全衛生教育（技能講習・
特別教育等）が異なり、取り扱う機械によっては、改正前の安衛法においても個人事業主を含む全ての従事者が免許取得・技能講習受講が必要があるものもある。
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〇 農耕作業用特殊車の死亡事故は転倒・転落によるものが多く、特に乗用型トラクタの死亡事故が多い状況から、令
和６年８月の本検討会において座席ベルト義務化の必要性が確認された。これを受け、国土交通省は車両安全対策検
討会（令和７年３月開催）において、農耕トラクタへの座席ベルト装備の義務化を提案し、令和７年６月に改正保安
基準が公布された。基準適用日（令和９年１月１日）以降に生産された新車※（以下「対象車両」という。）が対象
となることから、現在、農林水産省においても、基準適用日に向けて農業現場への周知を進めているところ。

対象車両であることが判断できるよう、目印を措置

外観からの視認 対象車種であることの判断

ステッカーはボンネットの左右の側面に1枚ずつ貼付。
ただし、構造上、両側面に貼付することが困難な場合は、
貼付可能な側面に1枚のみを貼付とすることが可能。

▼ステッカーデザイン（横型／縦型）

座 席 ベ ル ト 着 用 義 務 車

面積目安：3,000㎟以上

日農工規格にて規定（令和７年８月公表）

銘板に「製造年」または「座席ベルト着用義務車」の項目を追加、もしくは、銘
板付近に「製造年」または「座席ベルト着用義務車」の別シールを貼付。

座 席 ベ ル ト 着 用 義 務 車

▼銘板付近の対応イメージ（項目追加型／別貼付型）

農機公取協より通知発出（令和８年７月発出済）

○○○○年製造
または

座席ベルト着用義務車
等を示す。

道路運送車両の保安基準
・対象車両及び座席ベルトの装備
・改正保安基準の適用日等を規定

適用日以降の新車には
座席ベルトを装備すること

制度のしくみ

道路交通法
改正保安基準に基づき装備しなければならないこととされている
座席ベルトを装着しないで自動車を運転することの禁止

適用日以降、対象車両を道路で運転す
る際は座席ベルトを装着すること

道路運送車両法令・道路交通法令関係
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（参考）シートベルト着用義務化に伴う周知資材

おもて うら
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（参考）その他、広くシートベルト着用実施を促す啓発資料

〇 農作業安全ポスターによる啓発（農林水産大臣賞受賞作品ポスター）

［令和７年度］ ［令和５年度］［令和６年度］

〇 農作業安全研修及び資料による働きかけ

（一社）日本農業機械化協会作成動画
「シートベルトしてますか」

〇 動画による啓発
［農業機械作業研修資材］
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○ 令和８年４月に土地改良事業設計指針「ほ場整備」 ※ を新たに制定し、ほ場整備における農作業の安全性向上

に資する整備について記載した。各地方農政局及び都道府県に対して制定された旨を通知するとももに、省ＨＰ

にも掲載。

農業生産基盤整備を行う際の安全配慮の徹底について

設計指針「ほ場整備」のポイント

① １ha以上の大区画化整備

② スマート農業の導入に資する整備

③ 維持管理の省力化に資する整備

④ 農作業時の安全性向上に資する整備

⑤ その他、近年の情勢変化に対応した整備

④ 農作業時の安全性向上に資する整備

１ 転落防止等のための法面への小段設置 ２ 転落・事故防止のための農道・進入路の設計

３ 用排水路の暗渠化・管水路化 ４ リモコン草刈機等の導入に資する法面の緩傾斜化

・草刈り作業時の足場確保や転落防止等のため、法面に小段を設置 ●農道

・大型農業機械や自動走行農機の走行を考慮した幅員、舗装工法を選定

●進入路

・高低差は１ｍ未満が望ましい

・道路接続部に、視認性の確保、スロープでの停止の回

避、方向転換時の安全性向上のため、水平部分や隅切

りを設置

・安全性確保等の観点から、用排水路の構造は、周囲の

環境等を踏まえつつ暗渠・管水路を基本に検討。
草刈り機での法面への立ち入りをなくすよう、

リモコン草刈機等の導入も検討。

・一般的なリモコン草刈機の最大傾斜角度は35°～

45°であるが、安全かつ効率的に作業を行うには、

最大傾斜角度から5°～10°緩い傾斜で整備する

必要。

・ロボット草刈機の導入には、更なる緩傾斜化が必要。

リモコン草刈機

※ 水田（畑利用も含む）のほ場整備の設計を行うために必要な調査、設計及び施工についての手法や、配慮すべき事項を取りまとめた参考資料。
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○ 令和８年度の熱中症等対策研修強化期間（４～６月）における熱中症対策研修の受講人数は約112,000人。前年度
（令和７年度）の同時期の実績から約２倍に増加。

○ 実施回数は約2,900回。前年度（令和７年度）の実績から約400回増加。

令和８年度における熱中症対策研修受講人数（６月末の報告）

研修の受講人数（速報値）

※1：令和５年度は「熱中症対策研修強化実施期間」が設定されていないため、同時期（5-7月）に実施された熱中症対策研修の回数
※2：令和６年4月～7月に実施された熱中症対策研修実施回数
※3：令和７年7月末時点での速報値

研修受講人数

：4,001人～

：3,001人～4,000人

：2,001人～3,000人

：1,001人～2,000人

：1,000人以下

※ 令和８年７月14日時点で報告を受けた速報値

令和７年度
（４～６月）

令和８年度
（４～６月）

47都道府県におけ
る熱中症対策研修

実施回数
2,466 約2,900※

47都道府県におけ
る熱中症対策研修

受講人数
60,052 約112,000※
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令和６年度 令和７年度

47都道府県における
農作業安全に関する

研修実施回数
4,437 7,491

47都道府県における
農作業安全に関する

研修受講人数
170,350 233,312

○ 令和７年度の農作業安全に関する研修の受講人数は233,312人。前年度（令和６年度）の実績から約1.4倍に拡大。

○ 実施回数は7,491回。前年度（令和６年度）の実績から約1.7倍に拡大。

令和７年度における農作業安全に関する研修実施状況

研修の受講人数

研修受講人数

：7,001人～

：4,501人～7,000人

：2,501人～4,500人

：1,001人～2,500人

：1,000人以下

研修の受講人数 合計約233,000人（令和８年３月報告時点） 27



〇 農作業安全に関する優良事例等の横展開を促すとともに、農作業安全に対する意識や活動を前向きで明るいものに
変えていくことを目的に、令和７年度に農作業安全表彰を創設。

〇 表彰受賞事例以外の事例も含め優良な事例については、現場の取組の参考としてもらうため、地方自治体等を通じ
て展開。

新潟県立村上桜ケ丘高校 JA新はこだて・ホクレン函館支所

山梨県農作業安全推進会議

片山安全コンサルタント合同会社

• 学生主体で取り組む「農作業事故ゼロプロジェクト」にて、
シートベルトの着用や熱中症に関するアンケート調査を実施
し、事故実態や課題を研究成果としてセミナー等で発信

• 夏場の作業の危険性を直接訴えるため、地域のJAとともに、
熱中症パトロールを実施。

• 研究成果を踏まえ、トラクターのシートベルト着用促進、
また熱中症対策に関するポスターを作成し、注意喚起を図る。

アンケート調査を実施する様子 シートベルトポスター

農作業安全研修を受けた青年部組織が自分事として
捉え、農作業安全宣言の作成、対話型グループワーク
の実施。オホーツク網走青年部と連携し、農作業初心
者向けの啓発動画を作成・共有・活用するなど、農作
業事故ゼロに向けて取り組む体制の構築。

果樹での昇降機による事故が続発したため、果実
袋へ啓発文「要注意！！リフト移動、機械操作」な
どを印字し配布。その他、VR/対話型研修、公用車で
の巡回放送、ラジオ等を組み合わせて啓発。

労働安全コンサルタントとして、依頼を受けて
全国各地で農業機械の点検整備・安全知識を座学
と実機で学ぶ研修を実施。オリジナルの安全研修
テキストを作成し、自身のHPで掲載。

（最終選考候補者）（農産局長賞受賞者）

農作業安全に関する表彰制度の創設

［新潟県］
［北海道］

［山梨県］

［富山県］
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ヒヤリハットの共有事例

事故経験の共有を通じて
「自分事」の安全意識を醸成

実施主体：ベジエイト株式会社 実施主体：カッチャレンジャー

女性同士のヒヤリハット共有を
通じた地域ぐるみの安全活動

〇 農作業安全表彰の応募団体において、社内や地域の農業者間で、事故のヒヤリハットを共有する取組を実施してい
る団体が複数あったところ。

〇 こういった優良事例を横展開することで、農業者の安全意識の向上を図る。

• 事故経験者による座談会を開催し、事故発生の
経緯や原因、再発防止策を参加者同士で共有する
とともに、対話を通じて経験を教訓化し、安全を
「自分事」として考える意識を醸成。

• 毎月の安全衛生委員会で現場の気づきや危険箇
所を共有し、改善策を検討している。決定事項は
朝礼や社内報で全従業員へ展開し、情報共有を徹
底。

• 総会等で会員のヒヤリハット体験や県内の農
作業事故事例を共有し、危険要因や対策につい
て話し合いを実施。実体験に基づく学びを通じ
て、安全対策に関する知識や技術の向上を図る。

• また、会員が日常的に家族や所属グループ、
近所の人を案じて農作業安全を呼びかけるよう
になり、安全意識の地域への波及につながって
いる。

［宮崎県］ ［青森県］
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熱中症等の回避に向けた安全意識の向上

〇熱中症等対策研修強化期間の設定

熱中症等対策研修強化期間：４月１日～６月30日
※前年より１カ月前倒し

【主な研修内容】

① 熱中症対策アイテムの活用
② 夏季の農作業（草刈、高所作業等）のリスク解説
③ ホワイト生産方式の紹介
④ 熱中症発症時の対応

などを専用テキスト等を用いて研修

※農業機械作業研修及び未熟練農業者を対象とした研修については、期間に限らず実施しその状況は把握する

〇夏の熱中症等対策声かけ期間の新設

熱中症等対策声かけ期間：７月１日～９月30日

【今夏のキャッチフレーズ】

いのちをうばう、夏のひとり作業

【その他の主な取組】

① 農業者向けの注意喚起チラシの配布
② 各種会合や農業生産資材の販売・配達等の機
会を捉えた声かけ

③ SNS、防災無線、広報誌など様々な媒体を活
用した声かけ

声かけ活動チラシ

熱中症等対策研修強化期間の設定 夏の熱中症等対策声かけ期間の新設

研修テキスト
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熱中症対策声かけ隊の取組イメージ

趣旨・概要

取組内容

地域の農業者に対し、声かけや見回り活動を行う有志を募り、熱中症予防の啓発活動を行う全国的なプロジェクト活動を実施。
具体的には、農林水産省にて声かけ活動に賛同していただける団体を募集し、取組内容に応じて必要資材を提供するとともに、最終

的に取組実績の報告があった団体は農水省HPに掲載するとともに、感謝状を授与。

（取組例）

農業高校生による地域パトロール

農業高校・農業大学校の学生
が、地域の指導者やJA職員と
ともに、通学区域・実習地域
等で声かけ活動を実施

栽培講習会での声かけ

（取組例）

・農業者同士の声かけを実施
（単独作業の回避、体調確認）
・会合等での注意喚起の継続実施

ex.地域のリーダー的農業者が
先導し、集会前後に声かけ

（取組例）

農機・資材販売店での声かけ

農業資材の販売・点検・配達
時の機会など、日常業務の中
で短時間の声かけを実施

ex.店頭の旗や店内や会計時で
のチラシ配布

【想定される取組主体】

JA、資材販売店、農業高校・農業大学校、農業機械士会、４Hクラブ、地域の農業者、その他農業団体、普及支援センター、その他地方自治体等

サポーター

声かけ活動に必要な資材を提供
ex)先着でイオン飲料を提供

声かけに使用するチラシを提供

大塚製薬（株）
（一社）日本農業機械化協会

農林水産省（事務局）

声かけ活動に取り組む有志を募集
取組計画に応じてサポーターと
必要資材を提供

熱中症対策声かけ隊

最終的な取組実績をとり
まとめHPに公表、感謝状
を贈呈

広報誌・メディアへの掲載
防災無線・広報車等での声かけ

販売店での声かけ農業現場の声かけ、見守り 農業者の集まりでの声か
け

（取組例）

自治体やJA等で発行する広報
誌やSNS等への掲載

農業者向けに発信している広
報誌やSNS上で、熱中症対策
に関する情報を掲載
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熱中症対策声かけ隊の参加団体一覧（8月5日時点）

Ｎｏ 個人名/団体名

1 荒井慶一朗氏

2 千葉県立安房拓心高等学校

3 株式会社スペック

4 阿部優子氏

5 弥生安全環境事務所合同会社

6 合同会社おぎの

7 宇和島市農業支援センター

8 JA福島さくら

9 ふしみベジ

10 鹿追町農民団体連絡協議会

11 横手市役所農林部食農推進課

12 株式会社高尾農園

13 株式会社 みらい蔵

14 光都農業改良普及センター

15 佐賀県 農業大学校

16 新潟県立村上桜ケ丘高等学校

17 くわの農園

18 有限会社リテールマーケティング

19 アイアグリ株式会社

20
小豆島町役場オリーブ課（瀬戸内オ
リーブ研究会事務局」）

21 香川県立笠田高等学校

22 八頭農業改良普及所

23 江森社会保険労務士事務所

24 九十九里浜園藝

25 関 遂男氏

Ｎｏ 個人名/団体名

26 秋谷 泰男氏

27 （株）高尾農園

28 堀内社会保険労務士事務所

29 有限会社 小滝光男商店

30 木下農園

31 鳥取県農林水産部経営支援課

32
ふぉろむ労働衛生コンサルタント事務
所

33 株式会社ぐるぐるファーム

34 GAP・ITサポート合同会社

35 西洋菓子海援隊

36 そらち南農業協同組合

37 浅口市

38 はだの農業塾

39 小野寺芳孔氏

40 熊本宇城農業協同組合

41 ＪＡなすの熱中症対策声掛け隊

42 熊本県４Hクラブ

43 中山間地 上木場集落

44 庄内たがわ農業協同組合

45 みどりや商店

46 道の駅 藤樹の里あどがわ

47 新潟県新発田地域振興局農業振興部

48
福島県農業総合センター農業短期大
学校

49 大阪府農業協同組合中央会

50 宮崎県農業協同組合

Ｎｏ 個人名/団体名

51 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部

52 美作市多面的機能広域活動組織

53 柏崎農業普及指導センター

54
公益財団法人やまがた農業支援セン
ター

55 株式会社 仁田

56 流山市農業振興課

57 栃木県農業機械士会

58 全国共済農業協同組合連合会

59 魚沼地域振興局 農業振興部

60 長岡地域振興局農林振興部

61
愛知県知多農林水産事務所農業改良
普及課

62 ＪＡふくしま未来

63 新見地方新農業経営者クラブ

64 十日町農業普及指導センター

65 新潟県 上越地域振興局 農林振興部

66 糸魚川農業普及指導センター

67 新潟地域振興局

68 長野県農政部農村振興課

69 長崎県島原振興局

70
ＪＡグループ兵庫農作業安全推進協
議会

71 髙橋謙太郎氏

72 山武郡市農業協同組合

73 新潟県巻農業普及指導センター

Ｎｏ 個人名/団体名

74 新潟県農林水産部

75 南魚沼地域振興局

76
愛知県海部農林水産事務所農業改良
普及課

77 愛媛県農業共済組合

78 愛知県農業水産局農政部農業経営課

79 JA福井県ホウレンソウ専門部会

80 さいたま農業協同組合

81 美浜町農業委員会

82
愛知県西三河農林水産事務所農業改
良普及課

83 中能登農林総合事務所

84 岩田農園

85 食生活改善推進委員

86
福井県嶺南振興局二州農林部技術経
営支援課

87 小野崎 敦夫氏

その他、団体名の公表不可

の団体も併せて、計96の個

人及び団体が参加
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メージ＞

１．啓発手法の改良

地域における農作業安全推進活動による効果を高めるため、農業機械作業や熱中

症対策に係る農業者向けの新たな啓発資料の作成や指導人材を育成するとともに、

啓発活動を通じた農業者の行動変容の状況を計測することで、より効果的な啓発手

法の構築を図ります。

２．安全診断の支援

効果的な農作業事故対策の普及を図るため、「専門家が現地で安全診断を実施し、

農作業安全上の課題を明確化した上でこれを改善するモデル事例」を創出します。

３. 地域活動の支援

都道府県段階の推進協議会等における高度な推進活動を支援し、取組の横展開

を図ります。

持続的生産強化対策事業のうち

農作業安全総合対策推進

＜対策のポイント＞
就業者10万人当たりの死亡事故者数は11.6人と増加傾向であり、他産業に比べて高い状態が継続していることから、より実効性のある農作業安全対策

を推進するため、農業現場の安全診断を実施し、安全上の課題を改善するモデル事例を作成するとともに、地域における農作業安全に係る啓発資料の作成
や地域の推進活動を支援します。

＜事業目標＞
農作業事故による死亡者数の減少

令和８年度予算額 36百万円（前年度 31百万円）

＜事業の流れ＞

国
都道府県段階の協議会等

民間団体等
定額

（１、２の事業）

（３の事業）
定額

より効果的な啓発
手法の構築

１．啓発手法の改良

啓発活動を通じた農業者
の行動変容の状況を計測

農業者向けの新たな
啓発資料作成等 研

修
の
実
施

分

析

２．安全診断への支援

３．地域における農作業安全活動への支援

動画

動画を活用した
安全教育

農業者に向けた
農作業安全研修

協議会等における
検討会の実施

専門家による
安全診断で
課題の明確化

効果的な農作業
事故対策の普及

診断結果をもとにした
課題を改善する
モデル事例の創出

［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2107） 33



安全診断への支援

農作業事故対策の推進に向け、作業安全対策に知見を有する労働安全コンサルタントや農業機械の専門家等を農業現
場に派遣し、農業従事者の作業状況を踏まえた安全性向上の改善点を提案する安全診断を実施

＜主な調査内容＞

⚫ 安全診断を受けることにより経営の弱点が明確化し、アドバイスに基づく対策を講ずることにより、事故発生リス
クの低減が図られるとともに、農業現場での農作業安全対策のモデル事例を創出。

⚫ モデル事例を農作業安全研修会等で情報発信することにより、農業現場での活用を促進。

⚫ 労働安全・衛生のプロによる安全診断の価値が理解され、安全診断の利用拡大や受診の定期化に発展することによ
り、他産業と同様に、農作業事故の低減、持続的な経営体制の確立、従業員（組合員）の意識向上等に寄与。

調査項目 調査内容

従業員（組合員）を守るための組織
体制が整っているか？

労働安全・衛生に関する責任者（衛生推進者）の設置、事業者と従業員（組合員同士）が
ともに職場の安全を検討する場（労働安全衛生委員会）の設置と活動状況、緊急時の連
絡体制の設定、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定

従業員（組合員）を守るためのルー
ルが整っているか？

危険個所や作業中に生じる危険等の洗い出し、危険な個所や作業方法の改善、熱中症
対策（適切な休憩とその実施確認、飲料水等の支給、予防グッズの支給等）、危険を伴う
作業や物質を扱う際のルールと文書化、その日の作業内容等の指示の文書化、作業現
場等のハザードマップの作成、事故報告書の作成、機械類の点検履歴簿の作成

従業員（組合員）とともに安全意識の
醸成・向上を図っているか？

ＫＹＫ（危険予知活動）の実施、５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・習慣）の実施、ヒヤリハットの
共有と要因分析・対策の検討、特定機械の技能講習、刈払機の講習、安全研修会の受
講、定期的なミーティングでのコミュニケーションの活性化

安全のためのルールが守られてい
るか？

保護具の着用、作業前ミーティングでの安全確認、機械の作業前点検、機械の定期点検、
ルールに従った作業
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追突防止に係る啓発活動

〇 警察庁及び全国共済農業協同組合連合会と連携し、公道における農業機械の事故防止に関するチラシを作成。

〇 農林水産省では各都道府県及び農政局へ約15万枚、全国共済農業協同組合連合会では各都道府県本部へ約11万
枚、警察庁では各都道府県警へ約20万枚配布し、農業者だけでなく、一般の乗用車を運転する者に対しても注意
喚起を図った。
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（参考資料）
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（参考）外国人労働者向けの農作業安全周知資料について

外国人労働者向けの
労働安全衛生に
関するリーフレット

熱中症リーフレットについては、
右の他に、クメール語版、タイ

語版、
ネパール語版、ミャンマー語版、

モ
ンゴル語版 も掲載。

〇 事業者向け以外にも、外国人労働者向けの教育リーフレットとして、多言語版を作成。

〇 農業分野で特定技能外国人を受け入れる事業者が加入する農業特定技能協議会を通じた周知を行うことで、更なる
外国人農業労働者の安全意識の向上を図る。

［英語版］ ［中国語版］ ［ベトナム語版］ ［インドネシア語版］

［英語版］ ［中国語版］ ［ベトナム語版］ ［インドネシア語版］

外国人労働者向けの
熱中症対策
リーフレット
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（参考）農作業安全研修における受講者参加型への働きかけ

対話型研修実施手法習得コース
（オンライン）

〇 農林水産研修所つくば館が実施している、安全指導者スキルアップ研修 対話型研修実施手法習得コース（オンライ
ン）において、農研機構が開発した「対話型農作業安全研修ツール」を使用した、参加者同士が意見交換する形式で
実施する対話型研修の実施手法を教授する研修を実施。

〇 受講者が主体性をもって研修を受講できるよう、熱中症等対策研修・農業機械作業研修用として、農林水産省で作
成・提供しているテキストにQ&A形式の資料を追加。

研修テキストにおけるQ＆A形式資料の拡充

［熱中症等対策研修テキスト］ ［農業機械作業研修資料］
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（参考）職場における熱中症防止のためのガイドライン（農業者向け）

〇 農林水産省は、厚生労働者が令和８年３月に策定した「職場における熱中症防止のためのガイドライン」に基づき、
農業者が実践できるように、農業者向けに概要を取りまとめ、農業者に熱中症防止の働きかけを行っているところ。
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＜取組実績＞
○ 農業者を対象とした農作業安全に関する研修の開催など、県段階や地域段階において農作業安全対策を効果的に講

じるためには、行政、生産者団体、農業資材販売店など関係機関が事故情報や普及啓発方策を共有し、一体的に取り
組んでいくことが重要。

○ 地域段階の協議会は、「全域で設置済み」「同様の体制を構築済み」の都道府県が11道県。

地域段階の設置状況
（令和７年12月時点）

全体の約３.５割の市町村で設置済み

：道県内全域で設置済み、
または同様の体制を構築済み

：県内の５割以上※で設置済み

：県内の５割未満※で設置済み

：未設置

※ 府県内の市町村数のうち、
設置済みの協議会に含まれる
市町村数の割合

【参考】

【地域段階の協議会の設置例】
（１）設置の範囲

・ 市町村単位
・ 県の出先機関単位、旧郡などの

地域的なまとまり
（２）設置母体

・ 他の目的で設置された既存の
協議会を活用

例）担い手育成総合支援協議会、
農業連絡会議、農業機械士会、
農業再生（活性化）協議会等

・ 農作業安全単独の協議会を設置

都道府県別農作業事故死亡者数

＜取組方針＞
〇 死亡事故が多く発生している県でも協議会が設置されていない地域（静岡県、岡山県、山口県など）があることか

ら、引き続き、設置の促進を図る必要。

注： １ 令和４年より東京都も本調査の対象とした。
２ 事故者数が０～３人の都道府県は「-」で示している。
３ 本調査結果は、厚生労働省の人口動態調査・死亡個票

等によるものであり、各都道府県が独自に実施してい
る事故調査の結果とは異なる場合がある。

都道府県名 令和６年

北海道 17
青 森 6
岩 手 8
宮 城 -
秋 田 6
山 形 -
福 島 5
茨 城 16
栃 木 7
群 馬 -
埼 玉 -
千 葉 11
東 京 -
神奈川 -
山 梨 9
長 野 12
静 岡 7
新 潟 12
富 山 8
石 川 -
福 井 5
岐 阜 11
愛 知 8
三 重 5
滋 賀 5
京 都 -

大 阪 4
兵 庫 -
奈 良 -
和歌山 -
鳥 取 4
島 根 5
岡 山 11
広 島 6
山 口 7
徳 島 -
香 川 5
愛 媛 7
高 知 4
福 岡 4
佐 賀 -
長 崎 7
熊 本 13
大 分 -
宮 崎 13
鹿児島 9
沖 縄 -
全国計 287
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スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート事業のうち

スマ転事業
（スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業）

令和８年度予算額2,530百万円の内数（前年度 30百万円）
〔令和７年度補正予算額 15,658百万円の内数〕

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．スマート技術体系転換加速化支援

品目ごとの技術課題※の解決のため、スマート農業技術を活用し、農業機械の

導入とその効果を高める栽培体系への転換により労働生産性の向上を一体的か

つ合理的に実施する産地の取組に対し、機械導入費、資機材費、ほ場整備費、

改植・新植費等を支援します。

※品目ごとの技術課題

水稲：直播栽培や自動化農機の導入 等

麦・大豆：土地生産性・品質の向上 等

畑作物：直播栽培やAI選別等と組み合わせた大型自動化農機の導入 等

果樹・茶：自動化農機等の導入、機械利用効率を高める省力樹形等の導入 等

野菜：機械化一貫体系の導入、高温障害対策技術の導入 等

２．全国推進事業

スマート農業技術を活用した栽培体系への抜本的な転換を行う先進的な取組

の横展開を図るため、実証展示ほ場の設置やシンポジウムの開催等を支援します。

＜事業の流れ＞

＜対策のポイント＞
農業者の高齢化・減少が進む中において、労働生産性の高い農業構造への転換に向けて、スマート農業技術の現場導入とその効果を高める栽培体系へ

の抜本的な転換等の取組を総合的に支援します。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％以上に向上［令和12年度まで］

国

（１の事業の一部）

定額

1/2以内、定額

都道府県 民間団体等
定額 1/2以内等、定額

（１の事業の一部）

（２の事業） ［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2107）

１．スマート技術体系転換加速化支援

２．全国推進事業

シンポジウム等の開催 展示ほの設置
山と川と畑のイラスト（背景素材）

スマート
展示ほ

先進的な取組の
横展開

(水稲)

（例）
自動操舵システム
＋直播栽培による
作期分散

(野菜)

(例）
高温障害の影響を
低減する生育予測
システム＋
機械による一斉収穫

(果樹・茶)

（例）
自動追従システム＋
省力樹形・園地整備
による栽培管理の
効率化

(畑作物)

（例）
AI選別＋大型機械
による一斉収穫・選別
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．スマート農業技術と産地の橋渡し支援

スマート農業技術を他品目等にカスタマイズするための改良を支援します。
【補助上限額：500万円】

２．農業支援サービスの育成加速化支援

サービス事業の立上げや事業拡大に向けたニーズ調査、サービス提供の試行・
改良、サービスの提供に必要なスマート農業機械等の導入、サービス事業者の事業
性向上に資する流通販売体系の転換等に必要な施設整備等を一体的に支援しま
す。

【補助上限額：(農業機械)1,500万円、3,000万円、5,000万円】
(ニーズ調査等)1,500万円、3,000万円、 (施設整備)３億円】

３．農業支援サービスの土台づくり支援

①サービスの標準的な作業工程や作業精度等を定めた「標準サービス」の策定等を
   支援します。 【補助上限額：7,000万円】

②サービス事業への新規参入を促すためのスタートアップセミナーの開催等を支援し
   ます。 【補助上限額：5,000万円】

［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2107）

＜対策のポイント＞
農業者の高齢化・減少が進む中において、労働生産性の高い農業構造への転換に向けて、スマート農業技術の現場導入と、これを支える農業支援サービ

ス事業者の育成や活動の促進等の取組を総合的に支援します。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％以上に向上［令和12年度まで］

１．スマート農業技術と産地の橋渡し支援

作
業
工
程

作
業
体
制

留
意
事
項

契
約
事
項

標準化すべき事項
標準
サービス

・・・

（例）
一斉収穫サービスに対応
した予冷施設の整備

「標準サービス」の策定、サービス利用拡大に資する資材の開発・普及等

３．農業支援サービスの土台づくり支援

・ニーズ調査、人材育成、機械導入等
への支援（ソフト・セミハード）

・サービス事業者と産地や食品事業者等が連携
してサービス提供期間の長期化等に向けて取り
組む場合の流通販売体系の転換等に必要な施
設整備の支援（ハード）

スマート農業機械の
カスタマイズ

農業者開発者等

異なる品目等への適応

＜事業の流れ＞

国

都道府県
定額

民
間
団
体
等

定額

定額、1/2以内

定額、1/2以内

（１の事業、２の事業の一部、３の事業）

（２の事業の一部）

（２の事業の一部）

２．農業支援サービスの育成加速化支援（ソフト・セミハード・ハード）

令和８年度予算額2,530百万円の内数（前年度 30百万円）
〔令和７年度補正予算額 15,658百万円の内数〕

スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート事業のうち

サービス加速化事業
（スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業）
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みどりの食料システム戦略推進交付金のうち

グリーンな生産体系加速化事業

＜対策のポイント＞
産地に適した「環境にやさしい生産技術」と「省力化に資する技術」を取り入れるなど、グリーンな生産体系への転換を加速化するため、農業者、地方公共団

体、民間団体等の地域の関係者が集まった協議会等が農産・畜産の産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 化学農薬使用量（リスク換算）の低減（10％低減） ○ 化学肥料使用量の低減（20％低減） ○ 有機農業の面積（6.3万ha） 
○ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化（1,484万t-CO2） ○ 畜産関連GHGの低減（29万t-CO2 ） ［令和12年］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．グリーンな栽培体系加速化事業
環境にやさしい栽培技術※１や気候変動適応技術※２とともに省力化に資する技術

を取り入れたグリーンな栽培体系の検証や、検証に必要なスマート農業機械等の導
入等を支援します。
※１ ア 検証・普及を加速化すべき環境にやさしい栽培技術（病害虫等の発生予

察・予測、可変施肥、局所施肥、水稲有機栽培における先進的な除草技
術、プラスチック被覆肥料の代替技術 等）

イ 複数の産地が連携して実施する環境にやさしい栽培技術
※２ 高温等の影響を回避・軽減する栽培管理等の技術（遮光資材の導入等)

２．グリーンな飼養体系加速化事業
環境にやさしい飼養技術※３を取り入れたグリーンな飼養体系の検証を支援します。
※３ アミノ酸バランス改善飼料、ゲップ抑制に資する飼料添加物、バイパスアミノ酸

によるGHG削減技術

〔支援内容〕
① 検討会の開催
② グリーンな生産体系の検証
③ ②に必要なスマート農業機械等の導入等（１の事業のみ）
④ グリーンな栽培・飼養体系の実践に向けた栽培・飼養マニュアルの作成、

産地戦略（指針・計画）の策定、情報発信（HP掲載等）

※以下の場合に優先的に採択します。
・みどりの食料システム法に基づく特定区域において取組を行う場合
・事業実施主体の構成員（農業者、民間団体等）が「みどり認定」を受けている場合 等

＜事業の流れ＞
協議会(都道府県又はJAを含む)、

地方公共団体等

定額、1/2以内

国 都道府県

グ
リ
ー
ン
な
生
産
体
系
の
全
国
展
開
の
加
速
化

栽
培
・
飼
養
マ
ニ
ュ
ア
ル
・
産
地
戦
略
（
指
針
・
計
画
）
の
策
定

検
討
会
の
開
催
（
環
境
負
荷
低
減
に
向
け
た
取
組
方
針
の
検
討
等
）

ドローン リモコン草刈機

省力化に資する技術（例）

検証に必要な
スマート農業機械等の導入

選
択

自動操舵システムなど

環境にやさしい栽培技術（例）

自動抑草ロボット
［有機栽培］

可変施肥
［化学肥料低減］

AIによる病害虫発生予測
［化学農薬低減］

発生ピーク
●月●日頃

バイオ炭の農地施用
［GHG削減］

２ グリーンな飼養体系の検証

アミノ酸バランス改善
飼料への転換

以下の１又は２を検証

ふん
尿

N
N

N2O排出
を削減

アミノ酸バランス
改善飼料給餌

給餌

ふん尿

消化管内発酵

バイパスアミノ酸
を加えた飼料

枝肉生産量当たりの
CH4、N2O排出

を削減

肉用牛への
バイパスアミノ酸の給与

CH4排出
を削減

GHG削減に資する
飼料添加物の給与

１ グリーンな栽培体系の検証

［お問い合わせ先］ （１の事業）農産局技術普及課 （03-6744-2107）
（２の事業）畜産局総務課畜産総合推進室 （03-6744-0568）

気候変動適応技術（例）

遮光資材の導入

又は

定額、1/2以内

令和８年度予算額 574百万円（前年度 612百万円）の内数
〔令和７年度補正予算額 4,000百万円（前年度 3,828百万円）の内数〕
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